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■概要
1 ．情報通信ベンチャー企業の事業化等の支援

（1）債務保証等による支援

①地域通信・放送開発事業に対する支援

通信・放送新規事業に対する債務保証業務及び地域通

信・放送開発事業に対する利子補給業務については、平

成28年 6 月以降は、新規案件の採択は行わないものと

し、同利子補給業務については、既往案件の利子補給期

間終了まで、着実に実施する。

②�IoTテストベッド事業及び地域データセンター事業へ

の助成業務

新技術開発施設供用事業及び地域特定電気通信設備供

用事業に対する債務保証業務及び助成金交付業務につい

ては、これらの事業が着実に成果を上げ、IoTサービス

の創出・展開につながるものとなるよう努める。

③電気通信基盤充実のための施設整備事業に対する助成

電気通信基盤充実のための施設整備事業に対する助成

（利子助成）業務については、既往案件の利子助成期間

終了の平成30年度まで着実に実施する。

（2）出資業務

出資業務については、毎年度の決算、中間決算の報告

等を通じて、各出資先法人の経営内容の把握に努める。

また、経営状況に応じて、毎月の収支状況、資金の推移

の報告を求めるなどにより、的確に経営状況の把握を行

う。さらに、経営健全化計画を提出させるなど、事業運

営の改善を求めることにより、出資金の最大限の回収に

努める。

2 ．民間基盤技術研究促進業務

売上（収益）納付に係る業務の着実な推進を図るため、

毎年度策定した追跡調査によるフォローアップに係る実

施方針の下に、売上向上に向けた取組を強化する等によ

り収益納付・売上納付に係る業務を推進し、繰越欠損金

縮減に向けた取組を着実かつ効率的、効果的に進める。

■平成29年度の成果
1 ．情報通信ベンチャー企業の事業化等の支援

（1）債務保証等による支援

①地域通信・放送開発事業に対する支援

平成29年度は、 5 件（ 4 社）に対して、総額246万

円（前年度294万円）の利子補給（図 1）を実施した。

これにより、地域においてCATVの高度化の整備を行う

事業に貢献した。

②�IoTテストベッド事業及び地域データセンター事業へ

の助成業務

平成29年度は、IoTテストベッド事業 1件（800万円）、

地域データセンター事業 5件（5,589万円）に対する助

成金の交付（図 2、 3）を決定した。これにより、IoT

の実現に資する新たな電気通信技術の開発・実証のため

の設備（テストベッド）の整備及び膨大なデータの流通

に対して重要となる施設（データセンター）の地域分散

化に貢献した。

③電気通信基盤充実のための施設整備事業に対する助成

平成29年度は、既往分について、CATV事業者 1件（ 8

万円）の光ファイバ等ブロードバンド整備事業に対して、

利子助成（図 4）を実施した。

（2）出資業務

旧通信・放送機構が直接出資しNICTが承継した法人

のうち、株式保有中の 2 社については、年度決算や中

間決算の報告等を通じて各出資先法人の経営内容を把握

するとともに、「年度事業計画」策定等の指導を行った。

その結果、今期においても 2 社とも黒字を計上する見

込みとなっている。

事業・技術研究振興室
室長　　大谷 雅昭　ほか4名
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図1　地域通信・放送開発事業に対する利子補給
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2 ．民間基盤技術研究促進業務（図 5 ）

（1）�売上（収益）納付に係る業務の着実な推進を図る

ための実施方針の策定

年度初めに民間基盤技術研究促進業務関係の追跡調

査によるフォローアップ等に係る実施方針を策定した。

（2）�売上（収益）納付業務の着実な推進を図るため、

追跡調査を実施

　①�23課題について実地ヒアリングを実施したほか、

10年目調査対象の 4 課題について書面や文献で

の調査を実施した。

　②�追跡調査の結果を踏まえたアドバイスや要請を受

託者あてに文書で通知した。

（3）�事業化の促進のため、外部有識者と受託者による

意見交換会を実施し、事業化の取組を強化

　①�対象研究開発課題は納付の拡大が見込まれる 2

課題とし、それぞれ会合を 2回実施した。

　②�第 1回会合では事業化に関する課題や知的財産権

の利用促進向けた課題を把握、第 2回会合では課

題に対する改善策について意見交換を実施した。

　③�事業化の状況を踏まえ、 1 課題について技術・

事業マッチング等が期待できる企業の紹介を実施

した。

　④�改善策を取りまとめた上で、 2 課題の受託者あ

てに文書を通知した。

（4）�売上（収益）納付契約が終了した研究開発課題等

について、納付契約期間を延長

平成29年度は 8 課題について納付契約期間を延

長した。

（5）�研究成果の積極的な公表による、成果の普及・実

用化の促進

全課題について研究成果と製品化事例をとりまと

めた『成果事例集』（図 6）をNICTWebページで公

表中。

また、NICTオープンハウスにおいて研究成果の

パネル展示のほか、成果事例集を配布し、希望の

あった 3 課題について受託者の製品カタログを展

示・配布した。

（6）委託研究開発の効果に関する調査の実施

平成28年度に実施した委託研究開発の効果の把握

に必要な情報や具体的な進め方の調査を踏まえ、2

年目の平成29年度は59課題のすべてを対象に受託者

等からの情報収集やヒアリング調査等を実施した。

図2　IoTテストベッド事業への助成の概要図

図3　地域データセンター事業への助成の概要図

図4　電気通信基盤充実のための施設整備事業等に対する利子助成

図5　民間基盤技術研究促進業務

図6　成果事例集


